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図①　京都議定書における各国の目標と実績

出所：産構審資料より日本鉄鋼連盟作成

図②　国別のエネルギ－起源二酸化炭素排出量（2000年）
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図③　各部門ごとの実績

注：　日本全体の2001年度排出実績は+5.2％（対1990年度）

出所：産構審資料より日本鉄鋼連盟作成

図④　鉄鋼業における省エネルギー及び環境投資額の推移
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　　　省エネ・環境投資額：３兆円（71年度－89年度）、１．４兆円（90年度－01年度）

注：２００１年度は計画、それ以前は実績。□：環境対策、■：省エネの投資額。

　　省エネ投資は１９７９年度より調査実施。

出所：「主要産業の設備投資計画」経済産業省経済産業政策局編の「参考」部分の「省エネルギー設備投資

実績及び計画（主要産業分類、工事ベース）」、「公害防止設備投資額」
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図⑤　鉄鋼業のエネルギー消費量の推移

出所：日本鉄鋼連盟自主行動計画フォローアップ調査

図⑥　主要製鉄国のエネルギー原単位比較
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注１：銑鋼比等により補正を行った比較。

注２：米国は、1991年の原単位で指数比較。
出所：ＩＩＳＩ統計より日本鉄鋼連盟試算。中国は冶金工業部資料より推定。
表①　主要業種の炭素税負担額試算（3,000円/t-C前提）
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出所：日本政策投資銀行「調査」第53号（平成15年５月）

表②　製鉄所所在の都道府県別従業者数（Ｈ13.12末）

[image: image8.wmf]炭　素　税

経常利益：ｂ

ａ／ｂ（％）

負荷試算：ａ

1

電力

2,553

10,381

24.6

2

鉄鋼

1,457

1,323

110.2

3

化学（除く製薬）

680

8,576

7.9

4

石油精製

358

1,017

35.2

5

紙・パルプ

240

1,081

22.2

6

セメント

195

182

106.7

7

電気機械

143

9,232

1.6

8

自動車部品

85

3,352

2.5

9

スーパー・コンビニ

78

4,590

1.7

10

ホテル

72

138

52.1

11

建設・住宅

63

7,471

0.8

12

自動車

48

9,671

0.5

13

非鉄製錬

41

614

6.7

14

鉱業

41

608

6.8

15

染色整理

23

32

70.8

16

アルミ圧延

22

27

82.6

17

百貨店

20

543

3.7

18

ＮＴＴグループ

19

7,564

0.3

19

ゴム

18

1,631

1.1

20

製薬

18

9,706

0.2

上記計

6,174

77,739

7.9

（金額単位：億円）


注：鉄鋼業の関連産業とは、石油製品･石炭製品製造業、金属製品製造業、一般機械器具製造業、電気機械器具製造業、輸送用機械器具製造業、等をさす

出所：経済産業省 平成13年 工業統計表 産業編（従業者数30人以上の事業所に関する統計表）
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